９月議会代表質問原稿　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１９年９月１１日　
日本共産党の宮本しづえです。日本共産党県議団を代表し県政各般について質問します。

７月の参院選挙は、全国３２全ての一人区で共闘が実り統一候補を擁立し、１０の選挙区で政権与党に勝利しました。その結果、改憲勢力が発議に必要な３分の２を割り込み、自民党は単独過半数を割りました。選挙中の世論調査でも、憲法を変える要求はわずか数％に過ぎず、国民は、安倍政権の下での憲法改悪を望んでいないことを示したのです。国民が求めているのは、社会保障の充実、老後安心して暮らせる年金制度にすることなど、くらしを最優先する政治です。安倍政権は、この参院選挙の結果を真摯に受け止め、国民の願いに応える政治実現に努力すべきです。
外交では、日韓関係の悪化が懸念されています。安倍政権が、徴用工という政治問題を禁じ手である経済問題にしたことが関係を悪化させています。韓国は、福島県産品の放射能検査や汚染水対策でも強化を求めており、本県への影響も大きくなっています。
徴用工問題も慰安婦問題も、日本政府が過去の植民地支配への真摯な反省に立ってこそ解決の道が開かれることを強調しなければなりません。
以上のべた安倍政権の内政外交の問題点を踏まえ、福島の真の復興を進めるためにも、国にしっかり物言う県政が求められることを指摘し、以下質問いたします。

一、原発問題について

７月３１日、東電は正式に福島第二原発の廃炉を決定しました。昨年の１月、経団連の榊原会長が感情と経済は分けて考えるべきと述べ、第二の廃炉を求める県民を愚弄する発言を行いましたが、県内原発１０基廃炉を求める８年にわたるオール福島の県民の世論と運動が廃炉を決定させる力となりました。
東電は廃炉決定に伴い、建屋内の使用済み核燃料の保管は、暫定的に敷地内に乾式貯蔵施設を設置する方針を県と立地町に示し、受け入れられた形になりました。高レベル核廃棄物の保管と処理は立地町のみならず県民の大きな関心事です。
県は、東京電力からの福島第二原発の使用済燃料の乾式貯蔵施設設置の申入れにどのように対応したのか伺います。
原発から出る核廃棄物の最終処分は、原発を推進するエネルギー政策の最大のアキレス腱、原発がトイレ無きマンションと言われるゆえんもここにあります。核廃棄物の処分は原発を推進する国の責任で解決すべき問題なのです。

福島第二原発の廃炉に伴う使用済燃料の取扱いについて、国の責任を明確にするよう求めるべきと思いますが、知事の考えをお尋ねいたします。
長期にわたる県内原発の廃炉事業を進めるためには、安全性の確保、技術の継承と開発、作業員の安定確保が不可欠ですが、一つの企業が同時に１０基の原発廃炉作業を行うのは世界でも前例がなく、想像を超える困難を伴うことは必至です。
現在行われている第一原発の廃炉作業でも、トラブルが続出、安全よりも利益を優先する東電任せで良いのかが問われます。廃炉事業を国家プロジェクトと位置付け、作業員を公務員に準じた身分保障を行うならば、現在の多重下請構造による劣悪な雇用環境から、良質な安定した雇用が確保され、地域経済を潤すことにもなります。

県内原発の廃炉について、安全性と安定した雇用を確保するため、国家プロジェクトに位置付け自らの責任で進めるよう国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
東電は第二原発廃炉に要する経費は２８００億円と試算、４０年かかると述べました。事故を起こした第一原発廃炉には４０年、現段階で分かるだけでも２１．５兆円の処理経費を見込んでいます。加えて、柏崎刈羽原発６・７号機の再稼動を進めるため、地盤改良などの安全対策に１．６兆円の経費が見込まれるなど、原発がいかに高い電力であるかは明白であるにもかかわらず、賠償を渋り加害責任を放棄する一方で、柏崎刈羽原発再稼働、東通原発建設を推進することは許されません。

県は、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に反対し、県内原発１０基の廃炉を安全かつ確実に行うよう求めるべきと思いますが、考えを伺います。
原発ゼロ基本法案では、廃炉にあたっては立地自治体への財政措置を国の責任で行うことを規定しています。

福島第二原発の立地町に交付されている電源立地地域対策交付金に代わる財政措置を福島第一原発と同様に国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
福島第一原発の汚染水の処理をめぐり、国の小委員会はタンクでの貯蔵継続を含め検討を行うこととしていますが、更田規制委員会委員長は、改めて薄めて海に流す方法を検討すべきと述べました。与党提言も汚染水の処理方法を早期に決めよと迫っています。これは、放射能で海を汚すなという県民、国民の願いに背き、福島県の漁業再開の障害ともなるものであり、認められません。

処理済汚染水の８５％は基準値を超える放射性核種が残っており、単なるトリチウムだけを含む処理水ではないことも明瞭です。

トリチウムを含む処理水について、海洋放出せずタンクでの貯蔵を継続するよう国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
８月、避難地域を視察した復興大臣は、除染で出た土壌の再生利用推進に改めて意欲を示しました。

県民や国民の合意がない除去土壌の再生利用を認めるべきではないと思いますが、県の考えを伺います。
二、被災者、避難者、自治体支援について

８月２８日、共産党国会議員団の福島チームが現地調査を実施、県議団も同行しました。今回は、大部分が帰還困難区域の大熊、双葉両町を訪問し要望を伺いました。
８月５日に出された与党第８次提言への戸惑いが窺えます。復興庁が事実上存続されるのは評価しつつ、避難区域の復興に係る諸施策は、市町村の意見を踏まえて行うとし市町村に責任転嫁したかのような記述に、国が責任を持つべきとの強い要望が寄せられ、人口が戻らずまちづくりへの苦悩が続くもとで、国の責任ある対応を求めていることが良く分かりました。
来年実施される国勢調査への対応では、前回調査から５年経っても避難自治体の居住率が７月末で２６．５パーセントと事故の前の４分の１に留まり、基本的な課題は変わらない事から、前回と同様の措置を求めています。
来年の国勢調査を前に、普通交付税算定の特例措置の継続を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
　避難自治体住民の税の減免、医療、介護等にかかる保険料、利用料の免除措置の継続を求める要望も切実です。
被災地に対する固定資産税の特例措置の継続を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
また、避難市町村が税を減免した場合の減収補填の継続を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
併せて、国保税、介護保険料等の減免について、復興期間終了後の継続を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
帰還困難区域が９割以上を占める両町は、特定復興再生拠点区域を軸にしたまちづくりを進めていますが、その該当面積は町全体の僅か１割程度に過ぎないため、この拡大が要望となっています。除染と一体となるため、国は費用対効果を理由に町の要求になかなか応じようとしていないと言います。
帰還困難区域に住んでいた方から、帰還できるよう除染して避難指示解除して欲しいとの要望があります。
そこで、帰還困難区域の特定復興再生拠点区域拡大のための具体的方針を示すよう国に求めるべきと思いますが、知事の考えを伺います。
世界的にも前例の無い原発事故に見舞われた本県は、行政事務でも初めての事業が多くあり、混乱と困難が自治体職員にのしかかりました。総務省は、国の保存すべき原発事故関連書類の基準を示していますが、自治体に求めている訳ではありません。自治体によって保存すべき文書の捉え方も異なります。
そこで、東日本大震災等に関連する文書を後世に残し教訓とするため、保存すべきと思いますが、県の考えを伺います。
　県は８月５日の復興推進本部会議で、２０２０年４月以降の仮設借り上げ住宅無償提供の延長を、原則大熊、双葉両町全域とし、帰還困難区域を含めた他の地域は特定延長のみを認める方針を決定しました。避難指示解除が全く見通せない帰還困難区域の避難者を含めて、来年３月末の住まいの無償提供打ち切りは、全国でも衝撃的に受け止められ、福島県に対する批判も多く寄せられています。

帰還困難区域は他の避難地域と比較すると、生活再建が比較的早く進んだといわれてきました。その中で、現在まで新たな住まいを確保できない世帯は、困難を抱えた要支援世帯とみるべきです。

先日浪江町津島から福島市に避難している高齢者世帯から、来年３月末で借り上げ住宅が打ち切られることに戸惑っており、話を聞いてほしいとの要望がありました。避難指示も解除されないのになぜ住宅支援の打ち切りなのか、間もなく８０歳を迎える年になり、人生の最後は自宅で迎えたいとずっと考えていた。除染して戻れるようにして欲しい、それができるようになるまで住宅提供は当然ではないのかと訴えられました。
原発事故から８年過ぎて尚、帰還困難区域で住まいを再建していない世帯は、再建が困難な世帯か、自宅に戻りたい強い要求を持っている世帯です。大熊町、双葉町以外の帰還困難区域からの避難者に対し、来年４月以降も応急仮設住宅の供与を継続すべきと思いますが、県の考えを伺います。
　今議会には国家公務員宿舎に避難している自主避難者のうち未契約者に対して、立ち退きの裁判を起こす議案が提案されました。調停不成立がその理由です。提訴を検討している世帯の中には、長期の避難で健康を損なっている方もいるのではと懸念されます。
そこで、県は、国家公務員宿舎セーフティネット使用貸付に係る契約等を求める調停が不成立となり、提訴を検討している世帯の健康状態を確認しているのか伺います。

また、国家公務員宿舎セーフティネット使用貸付に係る契約等を求める調停が不成立となった理由をお示しください。
原発事故さえなければ起き得なかった長期避難生活について、県は避難者を支援すべきであり追い出すことは止めるべきです。財務省は、５月に行った共産党の政府交渉でも、法的手段をとることは考えていないと述べ、あくまで県の考え方だという立場を示したのです。

県は、全ての被災県民により添う立場をとるべきと考えます。
そこで、国家公務員宿舎セーフティネット使用貸付に係る契約等を求める調停が不成立となった世帯に対し、提訴をやめるべきと思いますが、県の考えを伺います。
賠償については　東電はＡＤＲの集団申立に対する和解案をあくまで拒否する姿勢を変えていません。一方、個別の再協議により和解に応じる事例も生まれています。直近では広野町の集団申立について１１０件のうち９０件について和解に応じたと報じられました。原子力損害賠償紛争解決センターの和解実例を水平展開するため、和解実例を類型化して中間指針を見直すよう国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
この間、農業被害の賠償がようやく支払われた方が、商工業の賠償に移行すると東電から告げられ、５，５００万円の賠償金返還を求められる事例がありました。被害額は同じなのに、賠償方法の違いで支払われる賠償金が異なるのはおかしな話です。２倍相当の将来分を賠償する商工業者は、終息の方向だからと勝手に東電が判断しているとしか考えられません。

東電報告では、商工業者の２倍相当の将来分賠償後の追加賠償請求は、５月時点で約９００件、和解に応じたのはわずかに１４件に過ぎません。

商工業等の営業損害に係る追加賠償の合意状況を踏まえ、被害に見合う賠償を誠実に行うよう国及び東京電力に求めるべきと思いますが、県の考えをお尋ねいたします。
　
原発事故に係る賠償請求の時効は特例措置で延長されましたが、その１０年を間もなく迎えます。原子力損害賠償の消滅時効について、未請求者や被害継続の状況を考慮し、更なる延長を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
三、教育行政について

県立高校統廃合を柱とする県立高等学校改革懇談会が２５回開催されました。県立高等学校改革懇談会においてどのような意見が出されたのかお尋ねいたします。
懇談会の参加者からは、県教委の姿勢について、高校統廃合が先にありきで地域や学校関係者の意見を聞く耳を持たないと、厳しい批判が起きています。何のための懇談会だったのでしょうか。一応意見は聞きましたとするアリバイ作りではないかとの批判は免れません。
そこで、県立高等学校改革懇談会において統廃合の再編整備等の理解が得られた学校について伺います。
保原高校に併設されている定時制高校は、私の母校である福島中央高校に統合され廃止される計画です。定時制高校には昼間の一般高校に通えなくなった生徒や、義務教育の段階から不登校になった生徒など、困難を抱えながらも学ぶ機会を求めて入学してきた生徒が多くいます。同時に経済的理由から働きながら学ぶ生徒もいます。夕間部になれば、通学できずに高校を諦めざるを得なくなる生徒が出てくるとして、存続を求める意見が懇談会でも出されたと聞きました。
そこで、保原高等学校の定時制は存続すべきと思いますが、県教育委員会の考えを伺います。
また、懇談会で出された意見を真摯に受け止めるべきと思います。
そこで、県立高等学校改革前期実施計画を見直すべきと思いますが、県教育委員会の考えを伺います。
小規模な高校であっても地域の文化拠点であり地域住民の心の拠り所ともなっています。教育子育て環境の悪化が人口減少と地域の衰退を招くことは必至です。
このため、地域の核となる小規模な高校を統廃合する再編整備は行うべきではないと思いますが、県教育委員会の考えを伺います。
学校給食の保護者負担に助成を行う市町村は今年度も増えて３２と過半数を超えて広がっています。ここまで拡大したことを踏まえるなら、市町村立小中学校の給食費の無償化を県の制度として実施すべきと思いますが、県教育委員会の考えを伺います。
国は来年度から給付型奨学金制度を本格導入しますが、その対象は全学生の１割くらいに留まります。

県は、若者の学ぶ権利の保障と、福島に留まる、または戻りたくなる温かい福島をつくるべきと思います。
そこで、大学生及び専門学校生を対象とした県独自の給付型奨学金制度を創設すべきと思いますが、県教育委員会の考えを伺います。
四、幼児教育・保育の無償化について
本年１０月から、３歳児以上の幼児教育・保育の無償化がスタートします。保育料は無償ですが、副食費は月４５００円を目安に徴収されるため、保護者負担がゼロにはなりません。須賀川市は食材料費の徴収は行わないことを決めました。
そこで、保育の無償化における食材料費の保護者負担をなくすため、市町村への財政支援を行うべきと思いますが、県の考えを伺います。
保育の質の問題もあります。
本県では現在、国基準を満たさない認可外保育所はないと伺いました。

福島市はこの状況を踏まえて、無償化の条件を定める独自の条例を制定しました。これは、保育の質を確保するという積極的意義を持つと考えます。
そこで、無償化する認可外保育施設の基準を定める条例の制定を市町村に促すべきと思いますが、県の考えを伺います。
併せて、無償化に伴い増大が見込まれる保育需要に対応するため、保育人材の確保対策を強化すべきと思いますが、県の考えを伺います。
五、消費税増税の中止等、暮らしを守る施策について
安倍政権は、１０月からの消費税増税の方針を変えようとしていません。しかし、８月のＧＤＰもわずかな伸びにとどまり、国民、県民の生活指標は悪化しています。消費税増税が県民生活を一層苦しめ、復興の足かせになることは必至です。参院選挙中、選挙後いずれの世論調査でも消費税増税には反対が過半数を占め、国民の同意は得られていません。
消費税増税は１世帯当たり年８万円の負担増となり、県民生活を脅かし、中小事業者が廃業に追い込まれる懸念があります。
中小業者は複数税率制、インボイス方式の導入により、商取引から排除されるか、免税業者も課税業者になるか、厳しい選択が迫られることとなり、事業活動に大きな混乱が生じます。

複数税率対応レジの買い替え補助を受けるには、９月末までに申請する必要があります。ポイント還元を行う事業者は全国では７月末時点で２４万件と対象店舗の１割程度にすぎません。

県民の暮らしや復興に大きな影響を与える消費税率１０パーセントへの増税の中止を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
高すぎる国保税の軽減は、全ての加入世帯共通の願いです。全国知事会、市長会は、国保制度の構造的問題だとして、国に公費１兆円の投入を求めてきました。
そこで、１兆円の公費負担増で国保税を引き下げるよう、引き続き国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
全国ではせめて子どもに係る均等割は免除しようと、独自の軽減策を取る市町村が広がり、県内でも南相馬市、白河市で子どもに係る均等割を全額免除する制度を始めました。
県内の国保加入の子どもに係る均等割の免除に必要な財源は１０億円、県財政の０．１％に過ぎず、やろうと思えばできることです。国保加入の子どもに係る均等割の免除は、子育て支援の一環としても有効だと思います。
そこで、子どもに係る国保税の均等割を全額免除すべきと思いますが、県の考えを伺います。
六、農業について

日本の食糧自給率が３７％と更に落ち込みました。政府は自給率５０％に引き上げを目指すとしていますが、実態は悪化の一途をたどっています。本県は農業を基幹産業に位置づけていますが、カロリーベースの食料自給率は７７％と食糧輸入県になっています。

大震災と原発事故により打撃を受けた本県農業は未だ回復に至っておらず、厳しい農業経営を強いられているのが現状です。

そこに日米ＦТＡ交渉により農産物輸入関税撤廃で際限のない自由化が進められれば、県内農業への影響は必至です。
そこで、本県農業を守るため、日米貿易交渉の中止を国に求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
今年から国連家族農業年１０年がスタートしました。世界の流れは農業の規模拡大ではなく、小規模家族農業を守り発展させる方向に向かっているのです。
中山間農地が３割以上を占め、規模拡大しにくい日本の農業を守ってきたのは、家族経営型の２ｈａに満たない小規模農家の頑張りです。１０ａ当たりの米収穫量は５６１kgと全国４位の高い生産性を誇っているのが本県農業です。
兼業農家を含めた家族経営の小規模農家を支援するための対策を強化すべきと思いますが、県の考えを伺います。
県は、新規就農者が連続して２００人を超えたと述べていますが、国の新規就農者支援策である農業次世代人材投資事業は、親元就農の場合、親と独立した部門経営に取り組むなどの場合に限定するとの制約があり、使い勝手が悪く、これでは特産物の産地形成にもつながりません。
福島市は今年度から新規就農者で国の支援対象にならない場合に月５万円、最長２年間独自の就農支援を行う制度を立ち上げました。
そこで、親元就農を希望する新規就農者が農業次世代人材投資事業の対象とならない場合、県が独自に支援すべきと思うが、県の考えを伺います。
七、再生可能エネルギーについて
原発に依存しない社会、再生可能エネルギー先駆けの地をめざす本県は、再エネ発電量の数値のみを追求するあまり、メガ発電計画が集中するという問題を抱えています。いわき市の風力発電に加え、私の地元福島市では、農地の開拓パイロット事業が失敗した跡地にメガソーラー発電が相次いで計画され、環境と景観破壊、土砂災害の危険が問題になっています。県道高湯線沿線の山を切り開く高湯温泉太陽光発電には、環境アセス手続きの中で、計画の中止を含めた見直しを求める意見が７０件以上寄せられ、事態を重く見た福島市は市長意見を提出し、住民合意の無いものは認めないことを求めました。
高湯温泉は県内有数の温泉地であり、災害で県道が閉鎖となれば観光にも重大な影響は避けられません。
地域への影響が大きく、住民合意のない大規模な再生可能エネルギー事業の中止を求めるべきと思いますが、県の考えを伺います。
先日視察した長野県は、小水力発電の先進地です。アルプスの水を有効活用し、梓川土地改良区は水力発電を行い、土地改良区の維持管理費に充当、農家負担の軽減を図っていました。国の調査では、福島県の方が小水力発電のポテンシャルはむしろ高いのです。

そこで、市町村や県内事業者を支援し、小水力発電の導入を推進すべきと思いますが、県の考えを伺います。
長野県は、再生可能エネルギーは地域共有の財産と捉え、地域主導型を基本に据えて推進しています。

共産党は、地域主導型で再生可能エネルギーを推進するための条例制定を繰り返し求め続けてきました。
再生可能エネルギーの導入に当たっては、環境と共生する地域主導型の観点に立った条例を制定すべきと思いますが、県の考えを伺います。

八、交通弱者支援について
　高齢者の交通事故多発が社会問題化する中で、運転免許証を返還した後の生活が不安だとして、交通弱者への支援策を求める声が高まっています。
　福島市は７５歳以上の高齢者にバス、飯坂電車の無料パスを発行し大変喜ばれています。一方、バスが利用できない高齢者からは、タクシーへの補助要求があります。
　高齢者に対するバス代やタクシー代の補助は、元気高齢者の社会参加を支援する観点からも、重要です。
県として高齢者等の交通弱者にバスやタクシーの運賃を補助すべきと思いますが、県の考えを伺います。
以上で私の質問を終わります。
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